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１. 特別講演 
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特別講演１：造船・海運を取り巻く動向と関連施策 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

国土交通省 海事局 船舶産業課  

舟艇室長 

松本 友宏 様
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特別講演２：最近の国際標準化政策について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

経済産業省 産業技術環境局 国際標準課（ISO 課）  

課長補佐（運輸・物流担当） 

小田 宏行 様
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２. 日本船舶技術研究協会（船技協）の 

船舶関係標準化の取組みについて 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

一般財団法人日本船舶技術研究協会  

基準・規格グループ 規格ユニット 

松本 怜大  
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1

日本船舶技術研究協会（船技協）の
船舶関係標準化の取組みについて

2022年2月18日
第15回舶用品標準化推進協議会／標準化セミナー

松本 怜大

〇本日は：

規格作成（ISO/IEC）への取組みにより、国内の賛助会員企業各位が
享受することの出来るメリット

船技協が、国内の賛助会員企業各位にご提供できるサポート体制

をご紹介します。

2

講演骨子

【補足】2022年2月時点で、194の企業・団体等に、船技協の賛助会員としてご支援いた
だいております。（3学会、36団体、商社6社、物流1社、鉄鋼3社、海運8社、造船23社、
舶用工業・舟艇関係99社、コンサルタント・その他15社）
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①船技協の役割

基準 規格
調査研究により技術・科学的情報に基づく合
理的かつ我が国産業界にもメリットある国際基
準を策定。

研究開発

国際基準に関連した重要規格等や我が国産業
界の競争⼒強化につながる要望を踏まえた⽇本
発ISO/IEC規格等の制定や審議へ対応。

我が国技術基盤の強化、また優位性の確保や技術実⽤化のための基準・規格化までの戦略的研究開発を実施。

 世界有数の海運（世界第2位の実質船主国）・造船国（世界第3位）である⽇本の国際競争⼒の更なる強化を図るため、
研究開発及び国際基準・規格化に⼀体的視野から戦略的に対応。

 業界ニーズも踏まえつつ、我が国の技術⼒を背景として、社会的課題の解決に取り組むことにより、国際競争⼒の
強化につなげるとともに、国際社会の安全確保・環境保全に貢献。

3

連携

本日

船技協は、船舶関連の基準・規格の日本提案を実現するための取り組
みと国際競争力強化のための研究開発を推進します。

② 規格に対する船技協の役割

4

ISO・IECで作成される船舶関係の国際規格に関しては、船技協を介して
企業の意見を直接提出することが可能

ISO/IECに対する日本の窓口は、日本国政府（経済産業省
日本産業標準調査会[JISC] ）

船舶分野に関するISO/IECへの対応はJISCから当協会へ委託
されている。

ISO/TC8
【船舶及び海洋技術専門委員会】

（制定済：３９３規格）

IEC/TC１8
【船舶並びに移動・固定式海洋構造物

の電気設備専門委員会】

（制定済：49規格）

（作業中：94規格)
（うち日本提案：15規格）

（作業中：20規格)

国際標準化機構 国際電気標準会議

規格開発の
メリットとは？

2022年2月時点
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③-1 規格に取り組むメリットと船技協のサポート体制（1）

5

企業が規格作成に取り組むメリットは大きく分けて３つあります。

〇規格作成プロセスにおけるユーザーニーズの把握

〇規格普及に伴う自社製品の販路の拡大

〇規格による自社製品の品質の維持・向上

賛助会員企業が上記のメリットを享受できるよう、船技協がご提供でき
るサポート体制を、次スライドでご紹介。

③-2 規格に取り組むメリットと船技協のサポート体制（2）

6

企業の規格作成をサポートする船技協の体制をご紹介します。

〇規格作成に必要なプラットフォーム（委員会等）の提供
（生産者、使用者、中立者から構成した委員会等への参画）

〇国際会議への参加支援（賛助会員の皆様にISO等の国際会議にご出席い
ただく際の出張旅費等について支援。）

〇調査研究の支援（規格づくりに必要な調査研究費について支援）

〇その他（規格作成に必要な研修・セミナーの受講支援、作成規格の周知・広報支援）

※産業標準化事業表彰（経済産業大臣表彰及び産業技術環境局長表彰）への候補者の推薦

【留意事項】各種支援につきましては、運営上、人数制限や予算上
の制限等で、ご希望に添えない場合がございます。あらかじめご了
承ください。

賛助会員企業が実際に感じた規格作成のメリットを
次スライドでご紹介。

本

日

〇規格づくりのサポート体制の支援（国際会議への提案・審議（英語サ
ポート、プロジェクトリーダ代理等））
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④-1 賛助会員企業が感じたメリットの事例（1）

7

規格作成への取組みにより、ユーザーニーズの把握に成功。

舶用エンジンメーカー

「ISO国際会議への参加により、自社で認められている試験で、船級協

会に認められた方法を規定に取り込めることができた。また、会議に

おいて市況や各国メーカの動向がわかり、事業展開の方向性を見極

める情報が得られました。」

船技協のサポート

防火に関するISO作業部会に専門家とし

て参加し、日本意見を反映。

1. 防火に関するISO作業部会への日本意見を形成するためのプラット
フォーム（委員会等）の提供

2. ISOで定める試験の要件を明確化するための調査研究を支援

④-2 賛助会員企業が受けたメリットの事例（2）

8

規格作成への取組みにより、ニーズの把握に成功。

舶用機器メーカー

「機関系データを扱う企業から、船内で取得できる様々なデータを扱う、

データプラットフォーマーとして業界で認知されたことで、データ活用に積

極的な新しい客層からの引き合いが増加し、新たな機器及びシステムと

データ連携を求められるなどビジネス領域を拡大することができました。 」

船内データに関するISOの作業部会の
座長として規格開発を主導。

船技協のサポート

1. ISOの作業部会における規格作りのサポート体制の支援（国際会
議への提案・審議）

2. ISOで定める試験要件を明確化するための調査研究の支援
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④-3 賛助会員企業が受けたメリットの事例（3）

9

規格作成への取組みにより、自社製品の品質の向上に成功。

塗料メーカー

「自身が開発を主導したISO試験規格の発行により、世界的な防汚塗

料の品質の向上及び海洋環境への負荷の低減が期待できます。」

船底防汚塗料に関するISO作業部会の
座長として、日本提案3件の開発を主導。

船技協のサポート

1. 船底防汚塗料に関するISO作業部会の国際会議への出張旅費支援
2. ISOで定める評価・試験方法を確立するための調査研究の支援

他にも、様々な形で賛助会員企業の
規格開発をサポートしてきました！！

10

 船技協は、これまで培ったノウハウを活かし、皆様の規格作成
をサポートいたします！！

 規格作成作業にご関心のある皆様は、是非、賛助会員へ
の入会をご検討ください。

 賛助会員について（船技協HP）：
https://www.jstra.jp/a01/a1b06/

規格開発にご興味のある方は、お気軽に以下の担当者まで

基準・規格グループ 規格ユニット
長谷川幸生・松本怜大・佐藤公泰（standard@jstra.jp）

皆さんも規格開発に参加してみませんか？
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３. 個別講演 
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個別講演１：港湾における CO2 削減に向けた取り組み 

陸電装置に関する国際規格(IEC/IEEE80005 シリーズ)へ

のメーカーとしての取り組み及び今後の展望 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
寺崎電気産業株式会社 

システム事業 海洋営業部 国際営業課 課長 

山路 泰伸 様 
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港湾におけるCO2削減に向けた取り組み
陸電装置に関する国際規格(IEC/IEEE80005シリーズ)への

メーカーとしての取り組み及び今後の展望

TERASAKI ELECTRIC CO., LTD.

2022年2⽉18⽇
寺崎電気産業株式会社
海洋営業部 ⼭路 泰伸

⽬次

2

1. 陸上電⼒供給システム
2. 陸電装置作業委員会 IEC/ISO/IEEE/JWG28
3. JWG28開催状況
4. IEC/IEEE 80005シリーズの策定状況
5. IEC規格の策定過程
6. IEC/IEEE 80005-1規定内容
7. IEC/IEEE 80005-1付属書による船種ごとの規定
8. タスクフォース会議
9. タスクフォース会議の開催状況
10. タスクフォース会議の審議内容
11. 今後の⾒通し/展望
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1. 陸上電⼒供給システム

陸上電⼒供給システムとは、停泊時に船内
発電機エンジンを停⽌し、陸上側より必要な
電⼒を供給することにより、船側から排出され
る環境負担物質を減少させ、港の環境を守
るシステムです。また、このシステムを導⼊する
ことで、船舶からのCO2の排出量が約60%
削除できます。

3

2. 陸電装置作業委員会 IEC/ISO/IEEE/JWG28

陸電装置作業委員会が設置

2007年〜 国際電気標準会議(IEC)にて審議を開始
2006年〜 国際標準化機構(ISO)にて審議を開始

2008年〜 ISOとIECによる合同協議を開始

IEC主導(IEC/TC18)による

2009年〜 ⽶国電気電⼦学会(IEEE)が参画

IEC/ISOの合同作業委員会(JWG28)が設置

IEC/ISO/IEEE/JWG28

4
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2. 陸電装置作業委員会 IEC/ISO/IEEE/JWG28

国際電気標準会議(IEC)

国際標準化機構(ISO)

⽶国電気電⼦学会(IEEE)

舶⽤電気設備及び移動式海洋構造物
の電気設備専⾨委員会(TC18)

陸電装置作業委員会

合同作業委員会(JWG28)

IEC/ISO/IEEE/ JWG28

5

3. JWG28開催状況
年⽉ 開催国 開催都市 寺崎電気出席

2009年 5⽉ アメリカ ロサンゼルス ○
2009年10⽉ ⽇本 神⼾ ○
2010年 2⽉ イタリア ローマ
2010年 6⽉ アメリカ シアトル ○
2010年11⽉ ドイツ ハンブルク ○
2011年10⽉ ノルウェー オスロ ○
2013年 4⽉ アメリカ ロングビーチ ○
2014年 2⽉ フランス グルノーブル ○
2014年 7⽉ アメリカ シアトル
2014年10⽉ ⽇本 東京 ○
2015年 4⽉ イタリア ミラノ
2015年12⽉ アメリカ ロサンゼルス
2016年 2⽉ アメリカ ワシントンDC
2016年 6⽉ カナダ バンクーバー
2017年10⽉ イタリア ミラノ ○
2018年 5⽉ ⽇本 ⼤阪 ○
2019年 6⽉ ノルウェー ベルゲン ○
2019年11⽉ ノルウェー オスロ

6
出典 ) 海上技術安全研究所報告 第19巻 第2号 特集号（令和元年度）総合報告 53
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7

3. JWG28開催状況
2018年5⽉15⽇〜18⽇の4⽇間、IEC/ISO/IEEE JWG28会議
(陸電装置作業委員会)を寺崎電気産業(本社)で開催。

規格
番号

IEC/IEEE 
80005-1

IEC/IEEE 
80005-2

IEC/IEEE 
80005-3

名称
陸電装置－第⼀部︓
⾼圧陸上電源接続システム－
⼀般要件

陸電装置－第⼆部︓
⾼圧及び低圧陸上電源
接続システム－
監視及び制御⽤データ通信

陸電装置－第三部︓
低圧陸上電源接続システム－
⼀般要件

進捗

第⼀版制定（2012 年 7 ⽉）
第⼆版制定（2019 年 3 ⽉）
第⼆版では，規格番号から
ISO が外れる

第⼀版制定（2016年6⽉）

現在改定動向なし

IEC PAS 80005-3:2014 制定
（2014 年 8 ⽉) 

PAS（公開仕様書）に修正を加え
正式な規格とすることを⽬的に第⼀
版の制定作業中

概要

陸上から船舶にAC1,000V 以上
の電⼒を供給するための陸上及び
船上の⾼圧陸上電源接続
（HVSC）システムに関する要件
（設計，据付及び試験）を取り
纏めている
対象:1MVA以上の⾼圧陸上電
源接続(HVSC)システム

⾼圧及び低圧の陸上電源接続シス
テムの通信要件と⼿順を取り纏めて
いる

陸上から船舶に AC400V 以上
1,000V 未満，250A 以上の電
⼒を供給するための陸上及び船上
の低圧陸上電源接続（LVSC）シ
ステムに関する要件（設計，据付
及び試験）を取り纏めている
対象:1MVA未満の低圧陸上電源
接続(LVSC)システム

4. IEC/IEEE 80005シリーズの策定状況

8

出所 ) ⽇本船舶技術研究協会 陸電装置に関する国際規格案(IEC/ISO/IEEE80005シリーズ)策定状況資料より寺崎電気にて作成

-41-



NP WD

CD

NP投票 12週間(※)
(改正の場合は省略可)

※委員会の決定により
8週間に短縮することも可

CDV

②WD(Working Draft)
作業原案の作成

④CDV(Committee 
Draft for Vote)

投票⽤委員会原案の照会
及び策定

FDIS

３年以内

5. IEC 規格の策定過程

①NP (New work 
item Proposal)
新業務項⽬の提案

③CD(Committee Draft)
委員会原案の作成

CD投票 8週間(※)
(ISOの場合は条件によって省略可

IECは省略できない)
基本的に8週間

12週間、16週間とすることも可

CDV投票 12週間
(2nd CDV以降は

8週間)

⑤FDIS(Final Draft 
International 

Standard)
最終国際規格案の策定

FDIS投票 6週間
(条件によって省略可)

国際規格の発⾏

⑥国際規格の発⾏

NP〜国際規格の発⾏(①〜⑥)は3年以内

9

出所 ) ⽇本船舶技術研究協会 参考_ISO規格の策定過程資料より寺崎電気にて作成

6. IEC/IEEE 80005-1規定内容

10

1章 Scope
2章 Normative references
3章 Terms and definitions
4章 General requirements
5章 HV shore supply system requirements
6章 Shore side installation
7章 Ship-to-shore connection and interface equipment
8章 Ship requirements
9章 HVSC system control and monitoring
10章 Verification and testing
11章 Periodic tests and maintenance
12章 Documentation
附属書A Ship-to-shore connection cable

附属書B Additional requirements for Roll-on Roll-off (Ro-Ro) cargo ships
and Ro-Ro passenger ships

附属書C Additional requirements for cruise ships
附属書D Additional requirements of container ships
附属書E Additional requirements of liquefied natural gas carriers (LNGC)
附属書F Additional requirements for tankers

陸電装置－第⼀部︓⾼圧陸上電源接続システムー⼀般要件

出典 ) 海上技術安全研究所報告 第19巻 第2号 特集号（令和元年度）総合報告 53
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6. IEC/IEEE 80005-1規定内容

11

システム構成

船側陸側

⼀般要件

6. IEC/IEEE 80005-1規定内容

12

⾼圧陸上電源システム要件
電圧及び周波数

異なる港における⾼圧陸上電源の公称電圧を標準化するために、⾼圧陸上電
源接続は、⾼圧陸上配電システムから電気的に絶縁された交流6.6kV及び／
⼜は11kVの公称電圧で供給しなければならない。

船舶及び陸上の電気システムの動作周波数(Hz)は⼀致しなければならない。
異なる場合は、陸上で周波数変換器を⽤いなければならない。
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IEC /IEEE 80005-1
:2019
ANNEX

附属B(規定) 
RORO船

附属C(規定) 
クルーズ船

附属D(規定) 
コンテナ船

公称電圧
AC11kV
地域的⽔上輸送業務においては
AC6.6kVを使⽤可能

AC11kV及び/または6.6kＶ 6.6kV

船陸間のケーブル本数 1本
4本 パワー

1本 ニュートラル
1本 制御ケーブル

2本

最⼤需要電⼒ 6.5ＭVA 16MVA以上
(20MVA推奨) 7.5ＭVA

最⼤短絡電流 実効値16kA/1秒
ピーク値40kA

実効値25kA/1秒
ピーク値63kA

実効値16kA/1秒
ピーク値40kA

システム構成図

プラグ及びソケット

7. IEC/IEEE 80005-1付属書による船種ごとの規定

13

7. IEC/IEEE 80005-1付属書による船種ごとの規定
IEC /IEEE 80005-1:2019

ANNEX
附属E(参考) 

LNG船
附属F(参考) 

タンカー

公称電圧 6.6kV 6.6kV

船陸間のケーブル本数 3本 3本 パワー
制御及び監視ケーブル

最⼤需要電⼒ 10.7ＭVA 10.8MVA

最⼤短絡電流 実効値25kA/1秒
ピーク値63kA

実効値16kA/1秒
ピーク値40kA

システム構成図

プラグ及びソケット

14
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8. タスクフォース会議

15

タスクフォース 議題

Task Force #1 80005‐3 update work meeting

Task Force #2 New connection systems incl Auto and DC work meeting

Task Force #3 New vehicles carriers annex for 80005‐1 work meeting

Task Force #4 Tankers annex for 80005‐1 update work meeting

JWG28の傘下にタスクフォースを設置して、80005-3の改訂作業、最新接続
システム(⾃律運航システム／DC接続システム／⾼速接続システム等)の審議、
付属書 ⾃動⾞運搬船の作成を実施。付属書 タンカーについては改訂を実施予定。

16

開催⽇ 議題
02/24 Task Force #1 80005-3 update work meeting #8
03/18 Task Force #1 80005-3 update work meeting #9
04/12 Task Force #2  New connection systems incl auto and DC work meeting #01
04/21 Task Force #1 80005-3 update work meeting #10
04/28 Task Force #3  New vehicles carriers annex for 80005-1 work meeting #01
05/03 Task Force #2  New connection systems incl auto and DC work meeting #02
05/06 Task Force #1 80005-3 update work meeting #11
05/26 Task Force #1 80005-3 update work meeting #12
06/03 Task Force #2  New connection systems incl auto and DC work meeting #03
06/09 Task Force #3  New vehicles carriers annex for 80005-1 work meeting #02
06/28 Task Force #2  New connection systems incl auto and DC work meeting #04
06/29 Task Force #1 80005-3 update work meeting #13
09/02 Task Force #1  80005-3 update work meeting #14
09/07 Task Force #2  New connection systems incl auto and DC work meeting #05
09/23 Task Force #1  80005-3 update work meeting #15
10/05 Task Force #3  New vehicles carriers annex for 80005-1 work meeting #03
10/07 Task Force #1  80005-3 update work meeting #16
10/12 Task Force #2  New connection systems incl auto and DC work meeting #06
10/26 Task Force #3  New vehicles carriers annex for 80005-1 work meeting #04
10/28 Task Force #1  80005-3 update work meeting #17
11/10 Task Force #3  New vehicles carriers annex for 80005-1 work meeting #05
11/24 Task Force #1  80005-3 update work meeting #18
12/15 IEC /ISO/IEEE JWG28 New vehicles carriers for 80005-1 proposed by Task Force #3

9. タスクフォース会議の開催状況 (2021年)
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17

9. タスクフォース会議の開催状況 (2022年)
開催⽇ 議題
01/19 Task Force #1 80005-3 update work meeting #19
01/26 Task Force #2  New connection systems incl auto and DC work meeting #07
02/09 Task Force #1 80005-3 update work meeting #20
02/23 Task Force #2  New connection systems incl auto and DC work meeting #08

18

9. タスクフォース会議の開催状況
タスクフォース会議はTeamsを使⽤したWeb会議。

-46-



19

10. タスクフォース会議の審議内容

Shore power connections shall be provided, shore side with the following
nominal voltages and frequencies, if required by the vessels serviced by that
berth:
400V AC, 50Hz
440V AC, 60Hz
480V AC, 60Hz
690V AC, 50Hz
690V AC, 60Hz
NOTE See IEC 60038, IEC 60092-201 and IEEE Std 45 for standard voltage
values.

To allow standardization of the LV and link nominal voltage in different ports,
LV shore connections shall be provided with a nominal voltage of 400V AC
or/and 440V AC or/and 690V AC(see IEC 60092-201 for standard voltage
values) galvanically separated from the shore distribution system.

5.1 Voltages and frequencies

最新版

Task Force #1 80005-3 update work meeting

改訂

20

10. タスクフォース会議の審議内容

4.1 System description
Task Force #1 80005-3 update work meeting

最新版

1 shore supply system 8 control ship
2 shore-side transformer and neutral grounding 

resistor or/and its power system
9 ship protection relaying non integrated in on-board 

shore connection switchboard
3 shore-side protection relaying non integrated in 

shore-side circuit-breaker
10 on-board shore connection switchboard with 

individual shortcircuit current protection of
each branch
11   On-board circuit breaker

4 shore-side circuit-breaker 12 on-board transformer (where applicable)
5 shore-side feeders current limiting circuit-breakers 13 on-board main switchboard
6 control shore
7 shore-to-ship connection and interface equipment

改訂
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800V DC plugs used for submarines.
System has been in usefor over
20 years.
Rated current 2000A, typically used
at 1000 – 1500A.

21

10. タスクフォース会議の審議内容
Task Force #2 New connection systems inclu Auto and DC work meeting

DC接続システム

出典 ) IEC/ISO/IEEE JWG28, Meeting notes for JWG 28 online meeting No 6 New connections DC 2022,01,12

Zinus DC connection system in
use in some places in Norway
and Netherlands.

22

10. タスクフォース会議の審議内容
Task Force #2 New connection systems inclu Auto and DC work meeting
DC接続システム : ZINUS

Current ratings is 2 x 2200A
(Total 4400A)
Fault level 31.5 kA 3 sec for AC.
Rated for 1500V DC
Has temperature monitoring

出典 ) IEC/ISO/IEEE JWG28, Meeting notes for JWG 28 online meeting No 6 New connections DC 2022,01,12
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Task Force #2 New connection systems inclu Auto and DC work meeting
10. タスクフォース会議の審議内容
DC接続システム : STAUBLI

出典 ) IEC/ISO/IEEE JWG28, Meeting notes for JWG 28 online meeting No 6 New connections DC 2022,01,12

24

Task Force #2 New connection systems inclu Auto and DC work meeting
10. タスクフォース会議の審議内容
DC接続システム : CAVOTEC
Power Adapt solution

Data for DC
4400A 1100V DC
2x11 + 8G + 12p

出典 ) IEC/ISO/IEEE JWG28, Meeting notes for JWG 28 online meeting No 6 New connections DC 2022,01,12
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10. タスクフォース会議の審議内容

The cable management system shall be fitted at the shore side facility for
Vehicle Carriers including Pure Car Carriers (see Figure G.1).
Vehicle carriers that always have starboard side facing the quayside shall have
the HVSC connection on the starboard side less than 100 meters from the
main ramp.

Annex G 7.2.1 General

Task Force #3 New vehicles carriers for 80005-1 work meeting

出典 ) IEC/ISO/IEEE JWG28, 01 JWG 28 Task force 3 online meeting no 4 Agenda 2021,10,27

26

10. タスクフォース会議の審議内容

日本コメント

Task Force #3 New vehicles carriers for 80005-1 work meeting
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11. 今後の⾒通し/展望

<今後の⾒通し>
1. IEC/IEEE 80005-1 Annex G Vehicles Carriersの制定
2. IEC/IEEE 80005-1 Annex F Tankers の改訂及び制定
3. IEC/IEEE 80005-3の制定

<展望>
1. 最新の審議結果を国内へ情報共有し、対策の提案を実施する。
2. 最新の技術動向(⾃律運航システム、DC接続システム、⾼速接続

システム等)を国内へ情報共有し、国内の陸電システムの普及へ
努める。

3. 国内の陸電システムの普及に対して優位になるよう、JWG28、
タスクフォースなどで働きかける。

ご清聴ありがとうございました。

-51-



-52-



 

 

 

 

 

 

 

 

 
個別講演２：プロペラキャビテーションの音響評価試験法

等に関する海外提案---国際規格の作成に関する国際 

交渉の経験談 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
ナカシマプロペラ株式会社 

エンジニアリング本部 推進性能室 室長（主幹） 

プロペラ・ESD 設計部 主幹  

蓮池 伸宏 様 
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Narrow Band Analysis of No.6_NAVI-
FULL_CPA=74.4[m]
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CBD

•
CBD

2017

•

•
GHG EEDI

Convention on 
Biological Diversity

IMO
• GHG 2030 --40 2050 --50 2008

• EEDI EEXI CII

• 2014 3 MEPC66
(MEPC.1-Circ.833)

5.1 

5.2 CFD

SEA

FEA BEM

7.2.4

1 Cb < 0.65 S.F.1st < 3kPa S.F.2nd < 2kPa

2 Cb > 0.65 S.F.1st < 5kPa S.F.2nd < 3kPa

• 2014 SDC8(
CG 2022-2023)
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• 2020

7.6

2016 3
(http://www.sonic-project.eu/) BV GL

• SILENV 2009-2012 EU

• AQUO(2012-2015 SILENV

• SONIC(2012-2015

Underwater 
Listening Station

Deployed September 2015 to April 2018:

•Monitor levels and trends in underwater noise

•Detect marine mammals near shipping lanes

•Measure noise emissions of individual ships

•Measure effectiveness of mitigations

ECHO Program Dataset: Description of Ship Measurement System

• ECHO

• Strait of Georgia 

•

WS
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ECHO Ship measurements geometry

1111111111111111111111111111111111111111111111111111111

The measurement 
zone (shaded) is 1 
km long and 300 
m wide

• ANSI S12.64 ISO 17208-1 ISO

• Port 5-10/day 6000

•

WS

ISO
•

ISO (ISO/WD20233, Ships 
and marine technology – Model test method for propeller cavitation noise 
evaluation in ship design)

• 2014 7 10 (NP)
ISO

USA ISO20233
ISO/TC8/SC8/WG14(Propeller)

•
ITTC ITTC

ISO
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22-2-222-22

400
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•
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•

1 Scope

2

3

4

•

• ISO WG 2015.1)

• ITTC

Specialist Committee on Hydrodynamic Noise recommendation
Wire-mesh

Wire-mesh ISO

ITTC – Recommended Procedure and Guidelines7.5-02-01-05 Testing and 
extrapolation Methods Propulsion; Cavitation Model 

scale noise measurement 3.2 Scaling Method of 

Tip Vortex Cavitation Scaling method is 

under investigation

CFD

-62-



ISO
• 2017

• Empirical formulae, CFD)

———MEPC64(EEDIDI

Ls = K + 10 log10( 3 4 2) + 10 log10( / )      (Brown )
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ISO
• ITTC

• Wire mesh ISO

• Scale effect Wire mesh

•
CFD

•

EEDI Phase 2 3

1 2

EEDI
•

IMO
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ISO
•

•

•

•

• IMO

•

•

•

We highly recommend you to visit our Tamashima Factory
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個別講演３：大気汚染防止のための排ガス洗浄装置

（EGCS）に関する日本主導の国際規格（ISO 23668）の 

開発状況と今後の展望 

 

 

 

 

 

 

 

 
ISO/TC 8/SC 2/WG 10 

（排ガス洗浄装置作業委員会）主査 

日本船舶技術研究協会 

環境分科会／EGCS 排水監視 WG 主査 

国立研究開発法人海上・港湾・航空技術研究所 

海上技術安全研究所 環境・動力系 系長 

高橋 千織 様 
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大気汚染防止のための排ガス洗浄装置（EGCS）
に関する日本主導の国際規格（ISO 23668）の
開発状況と今後の展望

国立研究開発法人 海上・港湾・航空技術研究所 海上技術安全研究所

環境・動力系 系長

日本船舶技術研究協会／標準部会／環境分科会／EGCS排水監視WG

主査

ISO/TC 8/SC 2/WG 10 コンビーナ

ISO 23668 プロジェクト・リーダー

高橋 千織

2022/02/18
第15 回 舶用品標準化推進協議会／標準化セミナー

目次

1. ISO 23668開発の背景

2. ISO 23668の開発について

3. 規格開発に取り組んでの所感

4. 今後の活動予定について

2
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ISO 23668
開発の背景

ISO 23668: 

Continuous on-board

pH monitoring method 

3

ISO 23668提案の背景

4

国際海運における安全や環境保護に関する規制は、
国際海事機関（IMO: International Maritime 
Organization）において議論されている

船舶の航行や事故による海洋汚染防止

→ MARPOL 条約により規制

ISO 23668 

→ 排ガス規制に関するMARPOL条約附属書VIにおい
て、SOx, PM規制（燃料油の硫黄分規制）の同等措
置として認められている排ガス洗浄装置(Exhaust 
Gas Cleaning System, EGCS)に関連する国際標準

-69-



IMOにおける排ガス規制の動向

5

既存船への
適用拡大

さらなる
強化 ?

6

Emission Control Area

MARPOL条約によるECAとは別に，地域規制として独自の硫黄分規制を実施
している海域もある

EU域内のすべての港，カリフォルニアの沿岸24海里内，中国の指定海域など
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排ガス洗浄装置
Exhaust Gas Cleaning System とは。。。

7

SOx, PM規制への対応策

①低硫黄燃料油（規制適合油）への転換

②LNGの利用

③EGCS（SOxスクラバー）の利用

従来の高硫黄燃料油を使用

船上で排ガス脱硫

2015年のECA内規制強化

海域ごとに燃料切り替えが必要

一般海域 3.5%S ⇔ ECA 0.1%S

2020年の一般海域規制強化

3.5%S → 0.5%S

SOXスクラバーの普及状況

8
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1.オープンループ方式
2.クローズドループ方式

3.ハイブリッド方式（オープンとクローズドループを
切り替え可能）

EGCS(スクラバー）の構成

オープンループスクラバーの構成例

ISO 23668 の
開発について

ISO 23668: 

Continuous on-board

pH monitoring method 
10
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 スクラバー排水による海洋環境影響を最小限にす
るため、排水性状の連続監視を行う

2015 EGCSガイドラインの排水規制

項目 排水条件

pH

1. pH排水 ≧ 6.5

pH取水 － pH排水 ≦ 2（航行時のみ適用）

2. 排水口から4 m先でpH 6.5以上

（停泊中に最大出力の条件下で，実測または数値計算により証明）

上記1あるいは2のいずれかの条件を満たせばよい

多環芳香族

炭化水素

(PAHs)

フェナントレン相当PAH

PAH排水 － PAH取水 ≦ 50 μg/L（洗浄水量45 t/MWhで標準化）

濁度 濁度排水 － 濁度取水 ≦ 25 FNU or NTU

SOxスクラバーの連続モニタリング項目と排水基準

2015 EGCSガイドラインにおける
pHモニタリング方法に関する記述

10.2 Washwater monitoring

pH

10.2.2 The pH electrode and pH meter should have a 
resolution of 0.1 pH units and temperature 
compensation. The electrode should comply with 
the requirements defined in BS 2586 or of 
equivalent or better performance and the meter 
should meet or exceed BS EN ISO 60746-2:2003.

（10.2.2 pH電極とpHメーターは0.1pH単位の分解能と温度補償
をもたなければならない．電極はBS 2586規格で定められた要件を
満足するか、あるいは同等かそれ以上の性能を持つこと．pHメーター
はBS EN ISO 60746-2:2003かそれ以上の要件に合致しなくて
はならない．）
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2015 EGCSガイドラインにおける
pHモニタリング方法の問題点

1. BS 2586は極めて高精度の計測を必要とする実験室用のpH計
測のために定められた電極規格であり、新品の電極を評価するた
めの規格

2. プロセス用pH計の電極は、現在、ガラス電極、参照電極（および
温度センサー）が一体となった複合電極が主流。BS 2586は，個
々の電極の性能を個別に評価する規格であり、複合電極を評価す
る場合も、内包されるガラス電極、参照電極単体をそれぞれ評価
する方法が採用されている。しかし、一体として製品化される複
合電極では，実際に使用に供する状態（電極全体）での性能を評
価する方が適切である。またpH計は、装置全体がある種の電子
回路を形成することになるため、装置全体としての評価が必要。

3. BS 2586ではHarned Cellという非常に特殊な水素ガラス電
極を基準に、対象のガラス電極を評価することになっている。こ
のHarned Cellは世界でも数が限られており、実用的でない。

4. BS 2586に適合した市販のpH電極は存在しない。

ISO 23668開発の流れ

• スクラバーに特化したpH連続モニ

タリング用の複合電極のため、新
たな国際基準開発を目指した。

• 日本は、スクラバーに関して後発
であったので、主導権を取るため
新たなWGを立ち上げ、プロジェク
トリーダー（PL）に立候補

• 国内pH計メーカー、スクラバー
メーカーの協力を得て、WDを作
成し、審議に。

14

複合pH電極の構成例
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 BS 2586をベースとした国際的なpH標準液の認
証体系を利用して、pH計の品質、pH計測値の正
確さを保証する。

ISO 23668のポイント
① pH複合電極の性能要件、校正方法

• ユーザーの日常的なメンテナンスについて、より詳細な記
述を試みたが、使用条件の幅が大きく、当初の狙いほど踏
み込めなかった。

• 自動洗浄方法などについても情報を追加した。

• 最初のscopeでは、SOxスクラバー、EGR用スクラバー、研

究用の海水モニタリングを対象と考えていた。議論の中で、
さらにボイラー水の水質管理用にも対象を広げた。

• このため、NWIP時点のタイトルから変更を行った。

16

ISO 23668のポイント
② 追加項目、scopeの拡大

Original：On-board monitoring method of pH 
for Exhaust Gas Cleaning Systems

Continuous on-board pH monitoring method
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ISO 23668: 
Continuous on-board pH 
monitoring method

Introduction

1 Scope

2 Normative references

3 Terms and definitions 定義及び校正用標準液

4 pH buffer solution

5 Performance requirements for 
combination electrode

メーカー向け電極の性能
要件

6 Interferences

7 Requirements of pH meter for 
continuous on-board 
monitoring

メーカー向け
pHメーターの性能要件

8 Calibration ユーザー向け
取り扱い上の注意9 Maintenance

規格開発に
取り組んでの所感

ISO 23668: 

Continuous on-board

pH monitoring method 
18
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ISO規格に対応する意義と
ポイント

• 決めたいことが明確であるならば、議論の主導権を握ること

ができるので有利 → 汗をかく価値あり

• 何を決めたいか、決めない方がいいものは何かを整理する

• 論理的であること（科学的に正しいこと）は重要だが、実用的

であることも重視

• 国内関係者との連携が重要

• 自分が思っていた以上にTitleとScopeが重要

• コンビーナとしては、公平な姿勢が重要
19

ISO初心者がいきなりコンビーナとPLをやってみての所感

EGCS関連の課題においてISO規格に
対応する意義とIMOとの関係

• 計測に関するIMOガイドラインの記述は、装置の性能

基準が不明瞭な場合、ユーザーにとっては製品の選

択基準、主管庁、船級にとっては認証基準に影響。

メーカーにとって参入障壁となる場合がある。

• EGCSのようなIMOに深く関係している事項につい

ては、IMOとの整合性が重要なので、IMOでの議論

や開発のタイミングに注意する必要がある。

• IMOが目指す安全・環境保護を前提に、企業の目指

す技術革新を妨げない国際標準の開発が重要。 20

ISO初心者がいきなりコンビーナとPLをやってみての所感
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今後の活動予定について

21

ISO/TC 8/SC 2/WG 10
今後の活動予定

• EGCS排水モニタリングに挙げられている、残りの計測
機器についても、国際標準の開発を行う。

• PAHメーターに関しては、PAS 5204として、すでに新
たなプロジェクトを開始中。

PAS 5204: Calibration method for instruments 
designed to measure oil in discharge water from 
exhaust gas cleaning systems (EGCS) on ships

PL: Mr. Don Gregory (BSI)

• 濁度に関しては、2021年度より日本財団助成事業とし
て、「EGCS用濁度センサーに関する調査研究」を開始。
来年度内に新規プロジェクトの提案を行いたい

22
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23

ご清聴ありがとうございました。

2019年5月 ISO/TC 8/SC 2 京都会議

海上技術安全研究所 高橋千織
chiori@m.mpat.go.jp
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